
（注意）

担当者名

人 円 人 円

外 人 外 円 外 人 外 円

人 円 人 円

外 人 外 円 外 人 外 円

人 円 人 円

外 人 外 円 外 人 外 円

（却下の理由）
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名
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だ
さ
い
。

月日

４　前年度に納期の特例の承認
を受けていた事業所にあって、
本年度も引き続き納期の特例の
承認を受けたい場合、自動継続
されますので、申請の必要はあ
りません。

日 月
処理区分

決 裁 年承　認

却　下

　　年　　月

通 知 書 作 成

１　この申請の要件である給与
の支払を受ける者の人数が「常
時10人未満」というのは、常に
10人に満たないということであ
って、多忙な時期などにおいて
臨時に雇い入れた者がいるよう
な場合には、その人数を除いた
人数が10人未満であることで
す。

※

市

町

記

入

欄

特例の適用を受けようとする税額

申請の日前６か月間の各月末の給与
の支払を受けた者の人員及び各月の
支払金額（外････は臨時勤務者に係
るもの）

(１)　現に市税の滞納があり、又は
　最近において著しい納付もしくは
　納入の遅延の事実がある場合にお
　いて、それがやむを得ない理由に
　よるものであるときは、その理由
(２)　申請の日前１年以内に納期の
　特例について、その承認を取り消
　されたことがある場合には、その
　年月日

月 年

　　年　　月

３　滞納や著しい納入遅延があ
るような場合については、この
特例の承認を取り消す場合があ
ります。

２　納期の特例について承認を
受けていた事業所は、給与の支
払を受ける者が常時10人未満で
なくなった場合には、この旨を
速やかに市長に届け出なければ
なりません。

　　年　　月

起 案施 行

　　年　　月

（　月　日納期分）以降の納入に係る市（町）民税・県民税の特別徴収税額

〒

㊞

特別徴収義務者指定番号

月年

　地方税法第321条の５の２及び市・町税条例等の規定による特別徴収税額の納期の特例について、承認を受けたいので申請します。

日年

名 簿 記 入
徴収簿
台　帳

記入

第 号

　　年　　月

　　年　　月

特別徴収税額の納期の特例に関する申請書

（宛先）
　亀山市長

申

請

者 個人番号
又は法人番号

氏 名 又 は 法 人 の
名 称 及 び 代 表 者
氏 名 印

住 所 又 は 所 在 地

令和　 年　　月　　日

電話番号

三
重
県
内
全
市
町
共
通
様
式

※自署の場合は押印不要です。法人の場合は押印してください。



（注意）

1 2 3 4 5 6 7 8 9 0 1 2 3 担当者名

3 人 円 人 円

外 1 人 外 円 外 1 人 外 円

3 人 円 人 円

外 1 人 外 円 外 1 人 外 円

3 人 円 人 円

外 1 人 外 円 外 1 人 外 円

（却下の理由）

日

却　下 名 簿 記 入
徴収簿
台　帳

記入 通 知 書 作 成

起 案 年 月年 月 日

100,000

(１)　現に市税の滞納があり、又は
　最近において著しい納付もしくは
　納入の遅延の事実がある場合にお
　いて、それがやむを得ない理由に
　よるものであるときは、その理由
(２)　申請の日前１年以内に納期の
　特例について、その承認を取り消
　されたことがある場合には、その
　年月日

４　前年度に納期の特例の承認
を受けていた事業所にあって、
本年度も引き続き納期の特例の
承認を受けたい場合、自動継続
されますので、申請の必要はあ
りません。

※

市

町

記

入

欄

処理区分
承　認 施 行 年 月 日 決 裁

3 600,000

100,000 100,000 三
重
県
内
の
他
市
町
に
提
出
す
る
場
合
も
ご
使
用
い
た
だ
け
ま
す
。

宛
先
を
訂

正
し
て
、

提
出
先
の
市
町
名
を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

600,000
R2年8月

3 600,000

100,000 100,000

600,000
R2年7月

3 600,000

100,000

２　納期の特例について承認を
受けていた事業所は、給与の支
払を受ける者が常時10人未満で
なくなった場合には、この旨を
速やかに市長に届け出なければ
なりません。

申請の日前６か月間の各月末の給与
の支払を受けた者の人員及び各月の
支払金額（外････は臨時勤務者に係
るもの）

R2年12月
600,000

R2年9月

R2年11月

R2年10月
３　滞納や著しい納入遅延があ
るような場合については、この
特例の承認を取り消す場合があ
ります。

１　この申請の要件である給与
の支払を受ける者の人数が「常
時10人未満」というのは、常に
10人に満たないということであ
って、多忙な時期などにおいて
臨時に雇い入れた者がいるよう
な場合には、その人数を除いた
人数が10人未満であることで
す。

7●●●●●●●
（宛先）

　亀山市長 電話番号 0595-84-5011
住 所 又 は 所 在 地

〒５１９－０１９５
亀山市本丸町５７７番地

個人番号
又は法人番号 亀山　太郎

　地方税法第321条の５の２及び市・町税条例等の規定による特別徴収税額の納期の特例について、承認を受けたいので申請します。

特例の適用を受けようとする税額 R3 年６ 月 （７月１０日納期分）以降の納入に係る市（町）民税・県民税の特別徴収税額

第 号 特別徴収税額の納期の特例に関する申請書

令和　３年　１月　７日
申

請

者

氏 名 又 は 法 人 の
名 称 及 び 代 表 者
氏 名 印

株式会社　○○工業 ㊞

特別徴収義務者指定番号 三
重
県
内
全
市
町
共
通
様
式

記入例 ７から始まる８桁の番号を記入してください。

※不明な場合は、記入は不要です。

特別徴収義務者様の個人番号
又は法人番号を記入してくださ 個人事業主は押印不要です。

※自署の場合は押印不要です。法人の場合は押印してください。


